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I　は じ め に









これまでも，刑法の全面改正については，Châtel 教授及び D’haenens 教
授が指揮した刑法改正委員会の業績（1970 年の刑法改正の主要な方針に関する報告










2015 年 10 月 30 日の司法省令によって，刑法及び刑事訴訟法改正委員会が




年，刑法典第 1 編総則の改正草案5）が提示された。この改正草案は 2017 年 1
























 1）　Commission pour la révision du Code pénal, Rapport sur les principales orienta-
tions de la réforme, ministère de la Justice, 1979.
 2）　R. Legros, Avant-projet de Code pénal, ministère de la Justice, 1985.
 3）　3 年間の委員会での検討の結果，2003 年 5 月に最終報告書が提出され，その後，
この報告書を基に，刑罰の執行形態における自由刑を宣告された者の刑事施設外
（社会内）における法的地位及び被害者に認められた権利に関する 2006 年 5 月 17 日
法が制定された。この法律については，末道康之「ベルギーにおける刑罰制度の改
正―電子監視刑と保護観察刑について」南山法学 38 巻 3・4 号（2015）163 頁以
下を参照。
 4）　J. Rosie et D. Vandermeersch avec le concours de J. De Herdt, M. Debauche et M. 
Taeymans, Commission de réforme du droit pénal. Proposition d’avant-projet de Livre 
1er du Code pénal, La Charte, 2016, p. VII.
 5）　J. Rozie et D. Vandermeersch avec le concours de J. De Herdt, M. Debauche et 
M. Taeymans, Commission de réforme du droit pénal. Proposition d’avant-projet de 
Livre 1er du Code pénal préc.
 6）　この点については，Commission de réforme du droit pénal. proposition d’avant-
118
projet de livre 1er du code pénal préc., p. 32 を参照。
 7）　Commission de réforme du droit pénal. Proposition d’avant-projet de Livre 1er du 
Code pénal préc., pp. 32 et s.
 8）　Commission de réforme du droit pénal. Proposition d’avant-projet de Livre 1er du 
Code pénal préc., pp. 36 et s.
 9）　Commission de réforme du droit pénal. Proposition d’avant-projet de Livre 1er du 




第 2章　刑 法 典
1条　以下の諸規定は刑法典第 1編を構成する。
【なお，改正草案では， 以下の第 3 章から第 5 章は，刑法典総則 1 条から 74 条の規定
の後に置かれている。】
第 3章　軍事刑法の改正










1 号　ａ　刑法 1 条から 99 条の 2 までを含み 2016 年 2 月 5 日法によって
最終改正された刑法典第 1編（1867 年 6 月 8 日法）
　ｂ　1986 年 8 月 4 日法によって最後に改正された刑法 100 条
　ｃ　1934 年 7 月 28 日法によって挿入された 100 条の 2
　ｄ　刑法 416 条
　ｅ　刑法 417 条
2 号　ａ　2003 年 2 月 7 日法によって挿入された刑事訴訟法 163 条 3 項及
び 4項
　b）　1993 年 12 月 24 日法によって挿入された刑事訴訟法 195 条 2 項の以
下の文言。「罰金刑で処断するときは，裁判官は，罰金額の決定には，社会
的状況に照らして，被告人が示した要素を考慮する。」
　c）　2005 年 7 月 20 日法によって挿入された刑法 195 条 3 項
3 号　2016 年 2 月 5 日法によって最終改正された減軽事由に関する 1867
年 10 月 4 日法。
4号　一定の重罪を実行する申込または提案を処断する規定に関する 1875
年 7 月 7 日法。
5号　2014 年 5 月 5 日法によって最終改正された重罪または軽罪の実行の
教唆の処罰に関する 1891 年 3 月 25 日法。
6号　2016 年 5 月 4 日法によって最終改正された停止，執行猶予及び保護




























































































































1 号　〔法人格を有しない〕当座組合（les sociétés momentanées）及び匿名組
合（les sociétés internes）。

























































1 項　法律に規定されている場合を除き，行為の時に 18 歳未満の者は，刑
事責任を負わない。













































〔レベル 7〕から第 3 級〔レベル 3〕の刑であったときには第 2 級〔レベル
2〕 の刑に，実行された犯罪に対して定められた刑が第 2 級 〔レベル 2〕 
の刑であったときには第 1 級〔レベル 1〕の刑に代替される。実行され
た犯罪に対して定められた刑が第 1 級〔レベル 1〕の刑であったときに
は実行された犯罪に対して定められた付加刑によって代替される。
第 3節　自然人に適用される刑罰
33 条　重 罪 刑
1 項　重罪に適用される主刑は，第 7 級〔レベル 7〕及び第 6 級〔レベル 6〕の
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2 段階からなる。第 7 級〔レベル 7〕の刑は無期懲役から構成される。
第 6級〔レベル 6〕の刑は 20 年以上 30 年以下の懲役から構成される。
2 項　減軽事由が認められた場合，第 7 級〔レベル 7〕の刑は，第 6 級〔レベ
ル 6〕の刑，3 年以上 20 年以下の拘禁刑または 3 年以上 5 年以下の義
務づけられた治療によって代替される。
3 項　減軽事由が認められた場合，第 6 級〔レベル 6〕の刑は，3 年以上 20
年以下の拘禁刑または 3年以上 5年以下の義務づけられた治療によっ
て代替される。
34 条　軽 罪 刑
1 項　軽罪に適用される主刑は，第 5 級〔レベル 5〕から第 1 級〔レベル 1〕の
5段階からなる。
2 項　第 5 級〔レベル 5〕の刑は，15 年以上 20 年以下の拘禁刑からなる。減
軽事由が認められた場合，5 年以上 15 年以下の拘禁刑または第 2 級
〔レベル 2〕の刑の一つによって代替される。
3 項　第 4 級〔レベル 4〕の刑は，10 年以上 15 年以下の拘禁刑からなる。減
軽事由が認められた場合，5 年以上 10 年以下の拘禁刑または第 2 級
〔レベル 2〕の刑の一つによって代替される。
4 項　第 3 級〔レベル 3〕の刑は，5 年以上 10 年以下の拘禁刑からなる。減










減軽事由が認められた場合，第 2 級〔レベル 2〕の刑は第 1 級〔レベル 1〕の刑
の一つによって代替される。
6項　第 1級〔レベル 1〕の刑は，次の刑の一つからなる。
　　　250 ユーロ以上 15.000 ユーロ以下の罰金

























36 条　重 罪 刑
1 項　重罪に適用される主刑は，第 7 級〔レベル 7〕及び第 6 級〔レベル 6〕の
2段階からなる。
第 7 級〔レベル 7〕の刑は，3.000.000 ユーロ以上 4.320.000 ユーロの罰
金からなる。
第 6 級〔レベル 6〕の刑は，1.200.000 ユーロ以上 3.000.000 ユーロの罰
金からなる。
2 項　減軽事由が認められる場合，第 7 級〔レベル 7〕の刑は第 6 級〔レベル
6〕の刑または第 5 級〔レベル 5〕から第 2 級〔レベル 2〕の主刑の一つ
によって代替される。
3 項　減軽事由が認められる場合，第 6 級〔レベル 6〕の刑は第 5 級〔レベル
5〕から第 2級〔レベル 2〕の主刑の一つによって代替される。
37 条　軽 罪 刑
1 項　軽罪に適用される主刑は，第 5 級〔レベル 5〕から第 1 級〔レベル 1〕の
5段階からなる。
2項　第 5級〔レベル 5〕の刑は，900.000 ユーロ以上 1.200.000 ユーロの罰金
からなる。減軽事由が認められる場合，第 4 級〔レベル 4〕，第 3 級
〔レベル 3〕または第 2級〔レベル 2〕の刑の一つによって代替される。
3 項　第 4 級〔レベル 4〕の刑は，600.000 ユーロ以上 900.000 ユーロの罰金
からなる。減軽事由が認められる場合，第 3 級〔レベル 3〕または第 2
級〔レベル 2〕の刑の一つによって代替される。
4 項　第 3 級〔レベル 3〕の刑は，450.000 ユーロ以上 600.000 ユーロの罰金




　　15.000 ユーロ以上 450.000 ユーロ以下の罰金




減軽事由が認められる場合，第 2 級〔レベル 2〕の刑は第 1 級〔レベル 1〕の刑
の一つによって代替される。
6項　第 1級〔レベル 1〕の刑は，次の刑の一つからなる。
　　250 ユーロ以上 15.000 ユーロ以下の罰金



































§ 2　1 項　有罪判決を受けた法人が，第 2 級〔レベル 2〕の共同体のための給
付に充てなければならない予算額は，15.000 ユーロ以上 450.000 ユーロ以下
である。第 1 級〔レベル 1〕の共同体のための給付を言い渡された場合は，そ












































43 条　拘 禁 刑
法律が定める場合を除き，法律が定める刑の階級〔レベル〕に従い，主刑と



















































§ 1　1 項　第 2 級〔レベル 2〕の刑を言い渡すべきであると判断したときは，






































れた日から続いて 7 日以内に検察官の決定がない場合，行刑裁判所は 15 日
以内に，受刑者を聴取した後で，監視の停止を認められる受刑者の請求につ
いて決定を下す。









48 条　労 働 刑






§ 2　1 項　第 2 級〔レベル 2〕の労働刑は，120 時間以上 300 時間以下でなけ




























めることができる。この場合， 訓練， 実習または市民の役務の期間は， 20 時
間以上 240 時間以下である。
2 項　第 2 級〔レベル 2〕の保護観察刑の期間は 12 月以上 2 年以下であ
































































































§ 3　1 項　§ 1（第 1 パラグラフ）で対象とされた物の没収は，この物がベ
ルギーの領域外で発見されたときでも，同様に，言い渡すことができる。
























































































































として最も重い階級 〔レベル〕 の刑を科す。但し，主刑として一階級 〔レベル〕 
上の主刑に加重することもできる。第 5 級 〔レベル 5〕 または第 1 級 〔レベル 1〕 






















































































































2 項　第 5 級〔レベル 5〕，第 4 級〔レベル 4〕及び第 3 級〔レベル 3〕の軽罪刑
の時効は，有罪判決が既判事項の確定力を有した日から起算して，10




3 項　付加刑は，併科して言い渡された重罪刑，第 5 級〔レベル 5〕，第 4 級
〔レベル 4〕 もしくは第 3級 〔レベル 3〕 の軽罪刑または第 2級 〔レベル 2〕





































法定刑は 5年以上 10 年以下，10 年以上 15 年以下，15 年以上 20 年以下，20
年以上の 4 分類とされているが（刑法 9 条・11 条），改正草案では，有期刑に












罪刑法定主義を定めた改正草案 2 条の規定は，フランス刑法 111-3 条の影
響を受けて単純化され，重罪と軽罪の構成要素は法律で定めなければならな
いこと （1 項），刑罰は法律で定めなければならないこと （2 項） を規定してい







改正草案 3 条は刑法の時間的適用を定めているが，この規定は現行刑法 2







































らない。改正草案 6 条では， この原則と伝統に従い， 犯罪構成要素 （éléments 
constitutifs）は，客観的要素（élément matériel）と主観的要素（élément fautif 21））
から成立することが明示される。さらに，必要な場合には，法律で加重要素
（éléments aggravants）を定めることができるとする。以下，個別に，客観的要










るところであり，その成立には客観的要素（élément matériel ou objectif ）のみ
ならず，主観的要素（élément subjectif ou moral）が必要である。したがって，
主観的要件を含まない純客観的な行為は刑法上の可罰的行為には該当しな
い。犯罪が成立するためには主観的要素が必要であり（1 項），主観的要素の
種類として，故意及び過失に関する 4 類型を挙げている（2 項）。第 1 類型は
特別故意である。第 2類型は一般的故意であり，いわゆる犯罪事実の認識・
認容である。第 3 類型は一般的秩序違反の類型である。第 4 類型は予見義
務・注意義務違反（過失犯）の類型である。










第 2 類型は，いわゆる故意（dol général）を定義したものである。犯罪事実
についての認識・認容であり，認識的要素と意思的要素から構成される。ベ
ルギー破毀院は，故意とは，「法律によって禁止された行為をわざと（scie-
ment） かつ意図的 （volontairement） に実行すること」 と定義し22），破毀院 1999











































3　未 遂 犯 論
未遂犯の成立要件として，実行の着手が存在すること（改正草案 10 条 1 項）， 


























































（1）　正 当 行 為
改正草案 12 条は法律の命令または許可及び権限機関の命令を規定する。
現行刑法70条の規定に若干の修正が加えられている。現行刑法の規定では，



















































う。なお， 現行刑法では， 拷問の罪 （417 条の 3），大量虐殺の罪 （136 条の 2），
人道に対する罪 （136 条の 3）， 戦争犯罪 （136 条の 4）， テロ犯罪 （137 条以下）， 強







































（4）　過 剰 防 衛



































































改正草案 16 条 1 項は個人行為責任の原則を明示し，2 項では自然人と法
人が責任の対象となると規定する。16 条 1 項の規定は，個人行為責任を規
定したフランス刑法 121-1 条の影響を受けたものである62）。2 項はオランダ
刑法 51 条に影響された規定であると考えられる63）。
法人の刑事責任については，既に，1999 年 5 月 4 日法によって刑法典に
規定が設けられた。現行刑法 5 条 1 項は，「あらゆる法人は，その目的の実
現もしくはその利益の防衛と本質的に関連する犯罪または具体的な事実が法
人の利益のために実行されたことを証明している犯罪について刑事責任を負



















2 項に規定されるが，この定義規定については，現行刑法 5 条69）の定義をそ
のまま継承している。
6　共 犯 論


















































































































































































































役で処断される罪を未成年者が犯した場合 （刑法 12 条），教唆犯，権限機関へ





律で定めるという場合，刑法典「第 1 編 総則」ですべて定める方法が理想
的ではあっても，規定に不備が生じることもありうるし，現実に，個人の性
176















11）　Commission de réforme du droit pénal. Proposition d’avant-projet de Livre 1er du 
Code pénal préc., p. 39.
12）　Art. 12 al. 2 de la Constitution, Les codes La Charte T. 3, Droit pénal, 2014–2015, 
p. 4.
13）　Art. 14 de la Constitution, Les codes La Charte T. 3, Droit pénal préc., p. 4.





明示する。改正草案 2条 1項及び 2項は，法律主義の原則を定めている。
15）　Art. 49 al. 2 de la Charte des droits fondamentaux de l’Union européenne.
16）　欧州人権条約 7条 2項，市民的及び政治的権利に関する国際規約 15 条 2 項も同じ
内容の規定である。






刑法典は 2016 年 1 月 29 日法によって改正された部分もあるので，最新版について
は，ベルギー政府の Web 上で公表されている 2017 年 4 月 28 日現在の刑法典の条
文を参照した。
18）　Commission de réforme du droit pénal. Proposition d’avant-projet de Livre 1er du 
Code pénal préc., p. 41.
19）　Cass., 2 octobre 2002, RG P.02.0635, F, Pas., 2002, no 497 ; Cass., 10 novembre 
2004, RG P.04.0974, F, Pas., 2004, no 540.
20）　F. Kuty, Principes généraux du droit pénal belge Tome II, l’infraction pénale, Lar-
cier, 2010, pp. 63 et s.




22）　Cass., 5 déc. 2006, Pas., 2006, p. 2554.
23）　Cass., 23 nov. 1999, Pas., 1999, 1, p. 1550.
24）　Commission de réforme du droit pénal. Proposition d’avant-projet de Livre 1er du 
Code pénal préc., p. 48.
25）　Cass., 1er février 1877, Pas., 1877, 1, p. 92 ; Commission de réforme du droit pénal. 
Proposition d’avant-projet de Livre 1er du Code pénal préc., p. 48.
26）　Commission de réforme du droit pénal. Proposition d’avant-projet de Livre 1er du 
Code pénal préc., p.48.
27）　Commission de réforme du droit pénal. Proposition d’avant-projet de Livre 1er du 
Code pénal préc., p. 49.
28）　「犯罪が行為者の意思に支配された（関係のある）事情によって既遂に至らなかっ
たときは，予備も未遂も成立しない。」と規定する。
29）　改正草案 10 条 4 項に付された注による。
30）　Art. 136 bis à art. 136 octies du Code pénal, Les codes La Charte T. 3, Droit pénal 
préc., pp. 79 et s.
31）　Art. 70 du Code pénal, Les codes La Charte T. 3, Droit pénal préc., p. 69 ; Ch. Hen-
nau et J. Verhaegen, Droit pénal général, 3e éd., Bruylant, pp. 221 et s. ; Kuty, op. cit., 
pp. 430 et s., pp. 493 et s.
32）　Kuty, op. cit., pp. 465 et s. 
33）　Cass., 24 janvier 2007, Pas., 2007, I, 167 ; Cass., 5 avril 1996, Pas., 1996, I, 283.
34）　Cass., 4 mars 2014, RG P.13.1775, N.
35）　Commission de réforme du droit pénal. Proposition d’avant-projet de Livre 1er du 
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37）　Art. 136 octies du Code pénal, Les codes La Charte T. 3, Droit pénal préc., p. 82.
38）　Commission de réforme du droit pénal. Proposition d’avant-projet de Livre 1er du 
Code pénal préc., pp. 64 et s. ; Kuty, op. cit., no 1393, pp. 440 et s. 刑法典制定後の議論
の進展を受けて，ベルギーにおいても，正当防衛を一般的な正当化事由と位置づけ
ることについて異論はない（Kuty, op. cit., no 1395, p. 442）。
39）　Commission de réforme du droit pénal. Proposition d’avant-projet de Livre 1er du 
Code pénal préc., p. 65.
40）　Art. 417 du Code pénal, Les codes La Charte T. 3, Droit pénal préc., p. 121.
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Code pénal préc., p. 66.
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